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○首藤部会長  それでは、全員お揃いのようですので、ただいまから第16回サービス統計・

企業統計部会を開催いたします。 

 本日の議題は、前回に引き続き「自動車輸送統計調査の変更について」です。 

 本日の部会は、12時までを予定しておりますが、これまでの部会審議を踏まえ、答申案

について審議を行い、取りまとめたいと考えておりますので、御協力をお願いいたします。 

 なお、本日の部会で答申案の取りまとめについて御了承をいただければ、予備日として

設定しておりました３月12日については開催をいたしませんので、あらかじめ御承知おき

いただきたいと思います。 

 なお、本日は山口専門委員が所用のため御欠席でございます。 

 佐々木委員が11時40分には所用のため御退席ということでございますので、佐々木委員、

その前に是非御意見をすべておっしゃっていただきたいと思います。 

 それでは、初めに本日の配布資料と併せて、２月18日に開催された前回部会の結果概要

及び２月22日に開催された第31回統計委員会における意見等の概要について、事務局の犬

伏統計審査官から説明をお願いします。 

○犬伏統計審査官  それでは、初めに本日の配布資料について御確認いただきたいと思い

ます。 

 議事次第の４に配布資料一覧を付けてございますが、資料といたしましては資料１及び

２、参考資料といたしまして、参考１及び２、それから１枚席上配布資料といたしまして、

「自動車輸送統計調査における地域別表章の状況」を最後に付けさせていただいておりま

す。御確認ください。 

 では、次に前回部会の結果概要について御説明させていただきたいと思います。参考１

をご覧いただければと思います。 

 ５（２）以降でございますが、本調査の目的、併せて月次データの必要性について議論

が行われました。 

 前々回でございますが、御意見がありました月次データの必要性につきましては、本調

査の目的及び調査結果の利活用状況を踏まえまして、今回の調査計画のとおり、輸送量を

月次単位で把握することは適当とされたところでございます。 

 主な意見といたしましては、一つ目の○でございますが、運送事業者においてトンキロ

情報を有していない現状におきまして、正確な統計の作成や報告者の記入のしやすさを考

えた場合、今回の調査計画は妥当なものとなっているのではないか。また、流通経済の観

点から見た場合に、月別の輸送量の波動は非常に重要なデータとなっており、今回の改正

において、統計の精度が低下しないように留意してもらいたいという意見がございました。 

 ２つ目の○でございますが、本調査では、構造統計的なものと動態統計的なものとが未

分化となっている印象がある。将来的には、調査の効率的な実施や報告者の負担軽減の観

点から、構造統計と動態統計の役割分担の明確化を図り、動態統計の簡素化について検討

することが必要ではないかという意見がございました。 
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 一番下の○でございますが、月次データは、季節によって異なる輸送貨物の品目を分析

する上でも重要なデータとなっていることから必要と考えるが、輸送貨物の品目分類の内

容であるとか細かさについては、長年改正されていないこともあり、産業構造の変化等の

観点から、今後見直すことが必要ではないかという意見がございました。 

 次に「イ 調査対象の範囲等」でございます。 

 「（ア）標本設計の見直し」につきましては、事業用貨物自動車の抽出方法の変更、詳

細調査と簡易調査の一本化、それから事業用乗合自動車の調査手法の変更につきましては、

おおむね適当と整理されたところでございます。 

 ただし、事業用貨物自動車の選定方法、現行の計画では、調査対象事業所において車両

番号の小さいものから車種別に２台選定する方法でございますが、これにつきましては、

毎月調査対象となる事業所において、調査対象自動車が固定化されないよう変更すること

が必要であるとされたところでございます。 

 主な意見といたしましては、最初の○でございますが、利用ニーズを踏まえて、変更後

の標本設計において都道府県単位による表章の可能性についても今後検討してもらいたい

という意見がございました。 

 「（イ）調査対象の削除」の関係でございますが、自家用貨物自動車のうちの軽自動車、

それから自家用乗合自動車と自家用乗用自動車を調査対象から削除することにつきまして

は、やむを得ないということで整理されたところでございます。 

 主な意見といたしましては、最初の○でございますが、調査の効率性や報告者負担を考

えれば、今回の変更はやむを得ないけれども、統計の継続性の観点から、今後代替データ

を推計する取組が必要ではないかという意見がございました。 

 次の○でございますが、自家用軽貨物自動車につきましては、全体に占める輸送量のシ

ェアは低いが、品目別に見た場合には、多少影響が出ることも考えられることから、変更

後も過去のデータと比較できるよう何らかの措置を講じてもらいたいという意見もござい

ました。 

 「（ウ）調査事項」でございますが、これにつきましては、事業用貨物自動車に係る事

業所用調査票の追加、特別積合せトラック調査の廃止、それから調査事項であります「燃

料の種類及び燃料消費量」、「高速自動車国道の利用の有無」等の削除につきましては、

適当とされたところでございます。 

 主な意見としては、ここにあるとおりでございます。 

 「エ 調査方法」でございますが、地方支分部局を経由した調査員調査から、今回本省

直轄の郵送調査に変更することについては、適当とされたところでございます。 

 「オ 集計事項」でございますが、調査対象の範囲や調査事項の見直し等を踏まえた集

計事項の変更については、適当と整理されたところでございます。 

 主な意見としましては、調査対象の削除に伴う代替データについて、参考値でもよいか

ら公表することが必要ではないかという意見がございました。 
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 「カ その他」でございますが、今回の調査計画の変更により生じる統計の断層につい

ては、接続係数の作成等適切な措置を講じることが必要であり、内部で十分な検討を行っ

てもらいたいという意見がございました。また、本調査の結果により把握された事業所の

休廃業の情報は非常に重要な情報であるため、事業所母集団データベースの整備に活用で

きるようにしてもらいたいという意見もございました。 

 おおむね前回の議事の概要は以上のとおりです。 

 次に参考２をご覧いただきたいと思います。 

 この参考２は、２月22日に開催された第31回統計委員会における自動車輸送統計調査に

係る意見等の概要でございます。 

 当日部会長から、１回目と２回目の部会の審議状況について報告が行われまして、その

報告を受けて委員会で議論が行われた部分でございます。 

 主な意見について御紹介させていただきます。 

 最初の○でございますけれども、高速道路無料化や揮発油税の在り方など交通政策及び

経済政策について検討されている状況下におきまして、調査対象から自家用旅客自動車を

削除する理由、それから「燃料消費量」や「高速自動車国道の利用の有無」を削除する理

由は何かという質問がございました。 

 回答等につきましては、後ほど調査実施者から主なものについて御説明する予定でござ

いますので、割愛させていただきます。 

 次の○でございますが、代替統計について過去との時系列比較は担保されているのか、

また、道路管理会社では、車種の内訳等を含めてかなり詳細なデータを保有しているので

はないか、これらを活用できないのかという趣旨だと思います。 

 なお、調査対象の範囲の変更や調査事項の削除に当たっては、代替統計との連続性につ

いて十分検証するとともに、変更内容の周知を図るなど、できるだけ統計利用者に支障が

生じないように配慮してもらいたいという意見がございました。 

 下の○でございますが、交通経済等の分野でよく利用されている輸送トンキロや人キロ

につきましては、他の輸送統計との比較等の観点から、月次データとして有効に活用され

ているところである。しかしながら、自動車輸送統計については、従来、統計調査により

統計を作成してきたところでございますが、今後は、自動車登録ファイル等の行政記録情

報を有効に活用した統計の作成が重要となっている。このため、自家用旅客自動車につい

ても、自動車燃料消費量調査の結果から得られる走行距離等を活用した代替データの推計

を検討し、過去のデータとどのように接続していくかについては、今後データを蓄積しな

がら検討すべき課題であるという意見もありました。 

 次の○でございますが、本調査の結果というのは、陸・海・空における輸送量の比較に

よく利用されているようであるが、諮問の際に、社会資本整備においても利用されている

という説明があったところである。しかしながら、道路の利用状況等に関しては、道路交

通センサスの結果を利用することが多いようであり、今回、自家用旅客自動車を調査対象
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から削除することによって、両調査結果の比較等において何らかの影響が生じることはな

いのかということと、費用については、調査方法等の変更によって、若干少なくなるよう

であるが、これはどのように評価すればいいのかという質問がございました。 

 次の○でございますが、これらの委員等での質疑を受けて、最後に部会長の方から締め

くくりの回答ということで、本調査は、調査事項が細かく、報告者の負担が大きいものと

思われることから、代替データを有効に活用するとともに、輸送貨物の品目分類を産業構

造の変化等に対応して見直すなど、統計精度の向上に向けて検討することが必要であり、

部会の中で更に審議していきたいという回答がございました。 

 最後の○については、委員長から国民の視点に立って、本調査の結果が政策の評価等に

どのように役立っているのかを踏まえつつ、特に、継続性の観点について十分審議いただ

きたいという要請がございました。 

 前回部会の結果概要と、前回の統計委員会での議論の概要については、以上のとおりで

ございます。 

○首藤部会長  ありがとうございました。 

 それでは審議に入りたいと思います。 

 まず初めに、第31回統計委員会における意見に対しまして、調査実施者の考え方等を補

足的に御説明いただきたいと思います。 

 それでは、国土交通省の伴交通統計室長から御説明をお願いします。 

○調査実施者  それでは、資料１に沿いまして、説明させていただきたいと思います。 

 まず問を簡単にまとめたものですが、「高速道路の無料化に向けた社会実験が行われよ

うとしている状況下において、自動車輸送統計調査の調査対象から、自家用旅客自動車を

削除して問題ないか」という意見でございます。 

 自動車輸送統計調査は、自動車による物・人の輸送の動向を把握するための統計調査で

あり、全国・地域ブロック単位で自動車が運ぶ貨物等の総量をすう勢的、定量的に把握す

ることを通じ、安全かつ効率的な輸送を推進するための政策等を策定するための基礎資料

として役割を果たしているところでございます。 

 これに対して、高速道路の無料化に向けた社会実験では、高速道路や一般国道の交通量、

渋滞等の変化に着目して、その計測や地域経済への効果、他の交通機関への影響等につい

て調査・分析を実施することとしており、調査目的や視点、調査対象の範囲等が異なるも

のであります。 

 したがって、今回の自動車輸送統計調査の見直しが社会実験の実施に影響を及ぼすもの

ではないと考えております。なお、本調査では、総量の指標の１つとしてトンキロ及び人

キロを算出するため、ODの調査を行っておりますが、限られたサンプル数から２点間の数

値を把握するには限界があり、個別のルート等について鉄道や航空等との間でのシフト等

を分析するための調査とはなっておりません。 

 なお、道路管理会社等では、高速道路ごとの「通行台数と料金収入（年度計・日平均）」、
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「車種別（特大型車・大型車・中型車・普通車・軽自動車）通行台数（年度計・日平均）」、

「月別通行台数（日平均）」及び「高速道路区間別交通量・インターチェンジ別出入交通

量（月次）」等の数値を公表しているところでございます。 

 ２ページの「自動車輸送統計調査と道路交通センサスの関係及び役割分担はどのように

なっているか」ということでございますが、自動車輸送統計調査は先ほどから説明してい

るように、全国・地域ブロック単位で、自動車が運ぶ貨物等の総量をすう勢的、定量的に

把握することを通じ、安全かつ効率的な輸送を推進するための政策等を作成するための基

礎資料として役割を果たしております。 

 一方、道路交通センサスは５年程度の間隔で全国の道路交通の現況を把握し、道路の整

備計画・建設・管理のための基礎資料とすることを目的としており、自動車輸送統計調査

等からは、道路整備計画の策定に当たっての将来交通需要を予測するために、走行距離及

び車両台数が用いられているところでございます。 

 なお、今回の調査計画の変更後も、自動車燃料消費量調査等によって全車種について、

走行距離及び車両台数の把握は可能であり、道路整備計画の策定に係るデータは確保され

ているということです。 

 １枚めくっていただきまして、道路交通センサスと自動車輸送統計の比較を付けてござ

います。 

 自動車輸送統計の目的は、先ほどから御説明しているとおりでございますが、道路交通

センサスでは、将来の道路整備の方向を明らかにするための基礎資料としての役割という

ことになっております。 

 統計法上の区分としては、自動車輸送統計は基幹統計でありますが、道路交通センサス

は一般統計調査となっております。道路交通センサスは、下の○にあります大きく４つの

調査があるわけですが、下の○２つを一般統計調査として実施しているところでございま

す。 

 周期については、自動車輸送統計は毎月ですが、道路交通センサスは原則５年に１回と

なっております。 

 調査件数でございますが、自動車輸送統計は年間に20万件弱、道路交通センサスは、275

万件を一度に実施するということでございます。 

 調査期間は、自動車輸送統計は貨物が７日間、旅客は３日間となっており、道路交通セ

ンサスは特定の９月から11月の平日及び休日のそれぞれ１日を実施しているということで

ございます。 

 調査内容は先ほど説明いたしましたが、道路交通センサスでは交通量調査、これは各時

点で通過する車の台数を数えています。それから、旅行速度調査として、朝または夕方に

実際に自動車で走行して、道路の平均速度を測っております。あとは一般統計調査でござ

いますが、オーナーインタビューOD調査といって、車の所有者や使用者に対して車の利用

状況についてアンケートを実施しています。それから、路側OD調査といって、これは一部



6 

の県境で自動車を道路脇に止めていただいて、調査員が利用状況を聞き取りで調査すると

いうものです。 

 この４つの調査から道路交通センサスができているところでございます。 

 １枚戻っていただきまして３つ目の問でございますが、「今回の調査計画の変更により

調査対象から削除される自家用乗用自動車等については、行政記録情報等を活用すること

により、代替データを整備してもらいたい」ということですが、自動車輸送統計調査にお

ける過去の自家用乗用自動車の数値を検証したところ、年次数値においては、ここ10年、

人員・人キロに係る原単位の増減は小さく、人員・人キロ総量の増減に対する影響は、車

両数及び走行距離の増減に大きく依存する結果となっております。 

 このため、現時点においては、過去のデータを十分に検証し、行政記録情報から得られ

る車両数、自動車燃料消費量調査から得られる走行距離を使用して人員・人キロを推計し、

年度ベースで自動車輸送統計調査の結果と併せて参考として公表していきたいと考えてい

るところでございます。 

 資料を２枚おめくりいただきまして、「調査対象の範囲変更に伴う項目一覧」でござい

ますが、マイカーを中心とした変更一覧を付けさせていただきました。 

 ◎が付いている保有台数でございますけれども、これは行政記録情報として毎月公表し

ているものでございます。 

 走行キロでございますが、右に書いておりますとおり、自動車燃料消費量調査において、

代替できます。なお、上記調査は年間精度のみを担保しているところであり、年間ではき

ちっとした公表をしますが、月次では下の「○ ’」という記号のところですが、「速報とし

て月次で集計し、年次で集計後、再度、月配分することにより確報として代替可能な項目」

ということで、まだきちっと検証が終わっていないため、このように書いておりますが、

きちっと検証が終われば、月配分をするといいますか、年次で集計後でなくても、前もっ

て確報として出せることができるかどうか今考えているところでございますが、少なくと

も年次で集計した後月別に配分することが可能です。 

 それから「○ ”」という記号が出てきますが、これは「輸送人員」、「輸送人キロ」のと

ころですが、これにつきましては、過去のデータからの推計等により代替可能な項目でご

ざいます。また、「※」の記号を付しております月次データにつきましては、月次で集計

して年次で集計後、再度、月配分することにより、代替可能でありますが、国土交通省と

しては公表する予定のない項目でございまして、逆に言うと、今まで統計ニーズをいろい

ろ調査してまいりましたけれども、月次単位でマイカーや自家用軽貨物自動車の輸送人

員・人キロを使っているという方は非常に少ないので、これは出そうと思えば出せますが、

特に公表する予定はないということでございます。 

 次のページの席上配布資料ですが、これは先ほど御説明いたしました年次の原単位がそ

れほど変わっていないことを示すものでございまして、一番右側のところに原単位という

のがございまして、「１km あたりの平均輸送人員」と記載しておりますが、これはだいた
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い 1.46前後で推移しているということでございます。 

 それから、「１日１車あたり輸送人員」では2.41前後で推移してきているということで

ございまして、当面はこれを使って推計することになると思いますが、将来的には何らか

の方法で、後ほど議論になると思いますが、構造統計と動態統計の役割分担等とも関連し

て、この辺の原単位をどうとらえていくかを検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○首藤部会長  ありがとうございました。ただいまの御説明を踏まえまして、何か御意見

または御質問はございませんでしょうか。 

 私、１つ質問がございますが、「席上配付資料」の「自家用乗用自動車に係る代替デー

タの推計方法」において、「１kmあたり平均輸送人員」と「１日１車あたり輸送人員」に

つきまして、過去５年間の平均を出して推計値とするということでございますが、この１

年間は確かにそれでいいのかもしれませんが、時間の経過とともに、どんどん平均がずれ

ていってしまう可能性があるわけですので、差し当たりの措置としての推計値という意味

しかないのではないかと思います。 

 将来に向けて検討されるということは、だいたいどのくらいの時間でやっていくつもり

なのか、そこのところを御説明いただけないでしょうか。 

○調査実施者  基本的には資料を見ていただくと分かると思いますが、ここ５年から７年

くらいはほとんど数字が変わっておりませんし、現時点で変わる要因も想定はされていな

いところです。当方としてもできるだけ早く、実際に調査をやるかどうかは別として、ど

ういう形の推計方法がいいのかという検討はどんどんやっていきたいと思っております。

例えば自動車燃料消費量調査の中に、何年に１回か原単位を算出するための項目を入れて、

輸送人員や人キロを出すようなことを考えるのか、あるいは道路交通センサスの中で、先

ほど御説明しましたオーナーインタビューOD調査がございますが、その中の数字をうまく

使えるかどうかということを検討していきたいと思っております。 

 基本的にはなるべく早くやりたいと思っていますが、予算要求の関係もございますので、

早く検討したところでも２、３年先が一番早いのかなという感じでございます。 

○首藤部会長  一般的な感覚からしますと、２、３年先というのはあまりに時間がかかり

過ぎという気もいたします。予算要求等の手続が必要になるということですが、代替デー

タに関してはいろんな方々からの要請が非常に強い。代替データの推計に関する検討に時

間がかかるために、実態から外れるような代替データを出されたのでは本末転倒でありま

すので、統計の精度と利用可能性という両方の面から、できるだけ早くやっていただきた

いと思います。 

○田邉専門委員  前回の会議を欠席したのですが、慶応大学の田邉と申します。 

今の原単位のところで、日本全国の平均輸送人員によって全部を代替しようということ

なのでしょうか。どのようにデータを公表するのか分からないのですが、47都道府県で平

均輸送人員が10年間それほど大きな変動に差がないのか。例えば地方だと軽自動車をたく
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さん持っていたり、家族構成が違っていたりすると思うのですが、その辺はどうかという

ことと、追加の調査をするに当たって、例えば旅客純流動や総流動等、他の調査において

車に何人乗って移動しているかというデータを使って、代替的なデータを作成することは

考えていないのかという２点を御質問します。 

○調査実施者  自動車輸送統計調査は、９運輸局にプラス６大都府県の15ブロックで公表

しておりまして、15ブロックごとに比較できるようになっておりますので、もちろん、そ

の15ブロックごとに比較をして数字をつくっていくことになると思います。 

 都道府県については、後ほど議論になると思いますが、自動車輸送統計調査は、都道府

県単位ではとても精度が出ないので、これを使うというよりも都道府県単位では前回ほか

の先生からもお話がありましたが、何年か分を積み上げたもので、ある程度数字を出すと

いう形を取っていかないとなかなか難しいと思っております。 

 それから、例えば旅客純流動や大都市交通センサス等の流動に関わるいろいろな調査が

あるのですが、それらはだいたい５年ごとに実施しているので、その５年ごとの数字と自

動車輸送統計の過去の５年ごとの数字との原単位でどのくらいの差があるのかといったと

ころを分析して、先ほど御説明しました道路交通センサス等も含めて、これに関係するよ

うなデータを集めた上で、代替データとしていかによい数字を出すかということだと思っ

ております。 

 部会長の話ですと、もっと早くということですが、これらの調査は５年に１回なので、

構造統計的な意味からいっても、そういった関係整理をするのであれば、５年に１回の調

査と併せて分析するか、付帯的な調査を新たに実施するか、そういう形を今後検討しよう

と思っているところでございます。 

○田邉専門委員  よく分かりました。将来どうするかというのが分からないのですが、過

去にもこういう５年に１回実施している統計調査があるので、そのデータを使って過去の

データでどのくらい一致しているのかという確認はもうされていると考えてよろしいわけ

ですか。 

○調査実施者  全部はやっていないのですが、道路交通センサスの数字は１回見たことが

あるのですが、だいたい似通った伸びの数字になっています。自動車輸送統計調査では走

っていない車も対象としており、休んでいる車も加味した統計ですが、大都市交通センサ

ス等の他の統計はだいたい動いているものをとらえているということで、その辺で数字の

誤差が大分あるのですが、その辺は今後分析していかなければいけないと思っております。 

○首藤部会長  この調査対象からの削除に伴う代替データの推計の必要性に対しては、答

申案の審議の中でも御議論いただきたいと思いますので、後はそのときにお願いいたしま

す。 

 それでは、答申案の審議に入ります。部会の冒頭でも御説明したとおり、本日の部会で

取りまとめたいと考えております。御協力のほどよろしくお願いいたします。 

 それでは、まず、事務局から答申案の説明をお願いします。なお、時間の都合もござい
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ますので、答申案の朗読については省略させていただきます。 

○犬伏統計審査官  それでは資料２をご覧いただければと思います。 

 この中で答申案につきまして、「記」以降について御説明させていただきたいと思いま

す。 

 構成は「１承認の適否」、「２ 理由等」、それから３ページの「３ 今後の課題」と

いう３部構成にしております。 

 まず「１ 承認の適否」のところでございますが、統計法の要件に適合しているため、

変更を承認して差し支えないとさせていただきました。 

 ただし、以下の「２ 理由等」で指摘した事項については、計画を修正することが必要

であるといたしました。 

 「２ 理由等」で指摘した事項については、今のところ２点を提示させていただいてお

ります。 

 最初は２の（１）アの（ア）のところでございます。 

 ここの最後のパラグラフで、「ただし」以下で、事業用貨物自動車の選定方法について、

言わば条件ということで示しているところでございます。 

 ２ページから３ページにかけまして「（４）集計事項」の中で、３ページの２つ目のパ

ラグラフで、「ただし」というところがあるかと思いますが、今回の標本設計の変更に伴

い発生します断層の処理等について、適切な対応を図るべしということを条件と考えてい

るところでございます。 

 次に「２ 理由等」でございますが、これについては、「（１）調査対象の範囲等」か

ら、２ページ目の「（４）集計事項」まで４つに区分して記述しております。 

 最初に「（１）調査対象の範囲等」の「（ア）事業用貨物自動車に係る標本設計の変更」

でございますが、国土交通省は、事業用貨物自動車に係る標本設計につきまして、自動車

登録ファイル等に基づく車両単位の層化抽出から、自動車運送事業者情報に基づく事業所

単位の層化抽出により、事業所及び当該事業所が保有する事業用貨物自動車を調査対象と

して選定する方式に変更するとともに、詳細調査と簡易調査の区分を廃止する計画であり

ます。 

 これにつきましては、自動車運送事業者情報がデータベース化され、新たに活用可能と

なった当該行政記録情報を用いて事業所単位で標本設計を行うこと、業務の平準化を図る

こと等によりまして、報告者の負担軽減に配慮しつつ、調査の効率的な実施に資するもの

であることから、おおむね適当であるという評価を加えました。 

 ただし、先ほども申し上げましたが、事業用貨物自動車の選定方法、現行では調査対象

事業所において自動車登録番号の小さいものから車種別に２台選定するという方法でござ

いますが、この方法につきましては、調査結果の偏りの発生を防止する観点から、調査対

象事業所において選定される自動車が毎月固定化されないような方法に変更する必要があ

るということにいたしました。 
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 「（イ）事業用貨物自動車以外の自動車に係る標本調査の平準化」でございますが、国

土交通省は、事業用貨物自動車以外の自家用貨物自動車、それから、事業用乗合自動車及

び事業用乗用自動車を対象とした標本調査につきまして、従来と同様に、自動車登録ファ

イル等に基づく車両単位の層化抽出を行う一方、平成16年１月から当該自動車登録ファイ

ルに記録されている走行距離等を活用した推計手法を導入すること等によりまして、詳細

調査と簡易調査の区分を廃止する計画であります。 

 これにつきましては、新たに利用可能となった行政記録情報を用いて母集団推計を行う

ことや、業務の平準化を図ることによりまして、統計の精度を確保しつつ調査の効率的な

実施に資するものであるということから、適当であると評価をいたしました。 

 「イ 調査対象の範囲の変更」でございますが、国土交通省は、利用ニーズの変化、報

告者の負担軽減等を考慮いたしまして、自家用貨物自動車のうちの軽自動車、自家用乗合

自動車及び自家用乗用自動車について調査対象から削除する計画であります。 

 これにつきましては、貨物輸送量全体に占める割合や報告者の負担軽減等を踏まえたも

のであり、やむを得ないものと認められるが、代替データの整備について配慮する必要が

あるとさせていただいておりますが、先ほどからも議論になっておりますとおり、今回の

調査対象からの削除に伴いまして、本調査から得られなくなるデータのうち、どの範囲ま

で代替データが必要なのか、この辺をある程度明らかにすることが必要と考えております

ので、後ほど御審議いただければと思っております。 

 「（２）調査事項」でございますが、まず「ア 調査事項の追加」として、国土交通省

は、事業用貨物自動車について、車両単位から事業所単位の層化抽出に変更することに伴

い、事業所用調査票を追加し、調査対象事業所における保有車両数、月間輸送量等を把握

する計画であります。 

 これにつきましては、新たな報告負担を伴うものであるものの、事業活動において把握

されている事項であり、事業所単位で正確に母集団推定を行うために必要な事項であるこ

とから、適当であるという評価にいたしました。 

 次に「イ 調査事項の削除」でございますが、国土交通省は、利用ニーズの変化、他の

統計による代替性等を勘案し、特別積合せトラック調査の廃止、詳細調査における「燃料

の種類及び燃料消費量」、「高速自動車国道の利用の有無」等の調査事項を削除するなど

の変更を行う計画であります。ここで「など」としましたのは、このほかにも、例えば自

家用貨物自動車の走行目的や貨物自動車で人を運んだ場合の輸送人員を削除することもあ

りまして、こうしたもろもろのものを含めた上で、変更を行う計画であると整理しており

ます。 

 これについては、貨物自動車運送事業における規制緩和、代替統計の整備等の状況の変

化を踏まえたものであることから、適当であるという評価にいたしました。 

 「（３）調査方法」でありますが、国土交通省は、調査方法について、地方支分部局を

経由した調査員調査から本省直轄の郵送調査に変更する計画であります。 
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 これにつきましては、調査の効率的な実施による公表の早期化に資するとともに、統計

の精度を確保するため、新たに民間委託によるコールセンターを設置して照会対応や督促

等を効果的かつ効率的に実施するなどの措置を講ずることとしていることから、適当であ

るという評価にいたしました。 

 「（４）集計事項」でございますが、国土交通省は、標本設計や調査事項等の変更を踏

まえ、事業用貨物自動車の表章区分を細分化する一方で、自家用旅客自動車等の調査対象

からの削除や、特別積合せトラック調査の廃止等に関連する集計事項、それから詳細調査

の細目集計事項であります業態別・社種別・距離帯別輸送トン数等を削除する計画であり

ます。 

 このうち、事業用貨物自動車の表章区分の細分化につきましては、利用者の利便に資す

るものであるから、適当であるという評価にいたしました。 

 また、調査事項の削除につきましては、上記（１）イの調査対象の範囲の変更や上記（２）

の調査事項の削除に対応したものであること、調査票情報の二次利用等により、ある程度

代替可能であると考えられることを踏まえると、統計作成の効率化及び早期化の観点から、

おおむね適当であるという評価にしております。 

 ここについても、この評価について御議論いただければと思います。 

 ただし、標本設計の変更により発生する統計の断層処理や自動車燃料消費量調査に移行

される燃料消費量等の接続処理について、統計の継続性の確保の観点から、接続係数の作

成、遡及推計の実施等、適切な措置を講ずる必要があるということを条件として記述させ

ていただきました。 

 「３ 今後の課題」でございますが、これについては大きく３つ提示してございます。 

 １点目は「（１）自動車輸送統計の今後の在り方」ということで、本調査は、トラック

輸送の効率化、モーダルシフトの推進等の行政施策に必要な情報提供する重要な調査であ

るが、毎月、輸送区間ごとに輸送貨物の品目及び重量、走行距離等を調査するなど、報告

者負担が大きいものであることから、将来的には、構造統計と動態統計の役割分担の明確

化を図り、動態統計調査の簡素化について検討する必要があると整理しております。 

 これにつきましては、この構造統計と動態統計の具体的な役割分担やイメージについて

少し明らかにしておく必要があると思いますので、後ほど御議論いただければと思ってお

ります。 

 ２点目は「（２）時系列データの整備」でございますが、今回の調査計画の変更に伴い、

調査対象から削除される自家用軽貨物自動車及び自家用旅客自動車（乗合及び乗用）に係

る輸送量につきましては、他の統計調査や行政記録情報を活用した推計方法を開発するこ

とにより、代替データを作成・公表することについて検討する必要があるということで、

これは先ほどの２の（１）イの「調査事項の削除」のところで記述したところと併せて御

議論いただければと思います。 

 また、利用ニーズを踏まえつつ、本調査の結果データを一定期間蓄積した上で、都道府
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県単位で輸送トン数、トンキロ等を表章（公表）することの可能性について検討する必要

があるといたしました。 

 これにつきましては、資料の最後に１枚「席上配布資料」として、自動車輸送統計にお

ける都道府県単位での表章の状況を整理しております。この表を基に都道府県単位での表

章を求める場合に、どこまでの範囲にするのか、ある程度具体的なところを明らかにして

おく必要があると思いまして、付けさせていただいたものでございます。 

 後ほどこの部分についても御議論いただきたいと思います。 

 なお、「席上配布資料」の見方でございますが、最初の○は現行の自動車輸送統計にお

いて表章されているところでございまして、それから、平成22年10月以降、今回の調査計

画のとおり実施すると引き続き表章されるものは○、表章から落ちてしまうものについて

は×で整理して一覧化したものでございます。 

 ３点目は「（３）輸送貨物の品目分類の見直し」でございますが、輸送貨物の品目分類

については、大枠として輸送統計に用いる標準品目分類を設定した上で、輸送機関ごとに

その特性を加味して、一部詳細化して適用しているが、本調査における品目分類について

は、昭和58年４月以降改正されていないことから、利用ニーズや他の輸送統計との関係に

も留意しつつ、産業構造の変化への対応や報告者負担の軽減等の観点から改正について検

討する必要があるとしております。 

 以上３点を今後の課題の案として提示させていただきました。 

 以上でございます。 

○首藤部会長  ありがとうございました。 

 審議の進め方といたしまして、項目ごとに審議をしていきたいと思います。 

 最初に「２ 理由等」の「（１）ア 標本設計等の見直し」について、いかがでしょう

か。車両単位の層化抽出から、事業所単位の層化抽出への変更と、詳細調査と簡易調査の

一本化、事業用貨物自動車の選定方法につきましては、十分な配慮が必要だということで、

方法の変更を求めるということでございますが、問題がなければ、原案どおり了承すると

いうことになります。 

○田邉専門委員  前回出ていなかったので分からないのですが、ア（ア）の最後の行のと

ころの「自動車が毎月固定化されないような方法に変更する必要がある」というところで、

どうしてこういう議論が出てきたのかということと、どのように選定するのかという話が

ちょっと分からなかったので、御説明いただければと思います。 

 毎回変えるとなると、パネルデータにしないということですね。その理由がよく分から

なかったので御説明いただければと思います。 

○調査実施者  これは「ただし」から下の話だと思うのですが、事業用貨物自動車につい

ては、事業所ごとに選定して、事業所用調査票でその事業所の貨物の数量はとらえるわけ

です。ただ、トンキロを出すためには、車両単位にどこからどこまで何をどのくらい運び

ましたかという調査項目も必要になりますので、事業所で車を２台選んでいただいて、ど
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こからどこまでというのを書いていただくことにしているわけですが、悉皆層と言います

か、40事業所程度を見ているのですが、車両を200両以上所有している事業所については、

毎月お願いしたいと考えておりまして、その辺りは事業者とも相談しながら設計しており

ますが、そうすると、括弧に書いてある登録番号の小さいものから２台ということになる

と、毎月同じ車が当たってしまうので、それはずらしていっていただくということでござ

います。パネルデータの場合は同じものをずっと当てるわけですが、輸送統計などの場合

は同じ車をずっと当ててしまうと、その車の特性しか出ないわけで、逆に言うと事業所全

体、車全体を推計しなければいけないので、特殊な動きをしている車も含めて、いろんな

車を当てないと精度上問題であるということであります。 

○田邉専門委員  その選び方というのは、順次移動していくという形で、完全にランダム

サンプリングになるようになるのでしょうか。 

○調査実施者  事業者が作為的に自動車の登録ナンバーを持っている場合には問題がある

のですが、ヒアリング調査の結果などではそういうことがないということなので、登録し

たときに与えられた番号をずっと持っていますので、基本的にはランダムになるだろうと

考えております。 

○西郷専門委員  私の方から答えるのも変かもしれませんが、私が指摘をして変えていた

だいたところなので補足しますと、確かにランダムサンプリングができれば、それが理想

的な状況ですが、それを事業者の方に乱数を振ってくださいというのは、実際の調査だと

なかなか難しいところです。ですから、理想的にできるところと、実際にやれることとの

妥協点を見出して、もし車の番号の付け方に何らの規則性がないということであれば、若

い方から選んで、前回選んだものは抜かしてくださいとやるのが、一番の落としどころだ

ろうというのが前回の議論の決着点です。 

○首藤部会長  この答申の中で、ここまで細かく書く必要があるのかというのは、議論の

余地があるかもしれませんが、要するに特定の車のみがサンプリングの対象にならないよ

うに方法を工夫してもらいたいという趣旨だと思います。 

したがって、この方法がベストかどうかは分かりませんが、１つの考え方として出され

たということです。 

○西郷専門委員  田邉専門委員の御懸念は、分析者からすればパネルデータがほしいとい

うのは分かるのですが、この調査の目的が母集団推計にあるのだということをまず理解し

ていただいて、そうなると特定の車ばかりに当たるというのは、むしろよくないという整

理になると思います。 

○佐々木委員  今ごろこんなことを言うのも変ですが、今の話を聞いていると事業者で２

台選んでいますね。これで統計をつくっていって、全体の数字としてはどうなのでしょう

か。 

○西郷専門委員  ２台で十分かどうかというのは、本当は議論があるところだと思います。 

○佐々木委員  かなり詳細な統計になっていますが、それはごく一部の台数を調べての結
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果ということなのですか。 

○首藤部会長  そういうことになります。方法としてはそれしかないということです。 

○西郷専門委員  予算の許す範囲で最大限取れるとすると、１事業者１車種２台、車種ご

とに取っていますので、１事業者で報告をしなければならない数が最大で８台になるわけ

ですが、１台についてかなり細かいことを聞く設計になっているので、それが限界だろう

というのが御説明だったと記憶しています。 

○犬伏統計審査官  事業用貨物自動車については、車種別に２台ずつサンプリングするわ

けですが、一方で事業所用調査票を付けていますので、事業所全体の輸送量については、

しっかりとらえた上で、それらを基にして母集団を推定するということでございます。 

○佐々木委員  安心しました。 

○廣松部会長代理  本調査はあくまでも標本調査です。先ほど御説明がありましたように、

全国レベルで誤差率が５％という標本設計になっているということです。 

○首藤部会長  いかがでしょうか。どうしても変更すべきである、あるいは文言を変える

必要があるということであれば承りますが、よろしいでしょうか。調査項目等にまで言及

して、全体の設計を変えるということになると、非常に大きな問題になりますので、今回

の答申の範囲では、要するにサンプリングの偏りというものを防ぐ方法を十分に取ってい

ただきたいということでございます。 

 よろしいでしょうか。 

（｢はい｣と声あり） 

○首藤部会長  では、アの（ア）につきまして、原案どおりとさせていただきます。 

 「（イ）事業用貨物自動車以外の自動車に係る標本調査の平準化」でございますが、こ

れはよろしいでしょうか。 

（｢はい｣と声あり） 

○首藤部会長  それでは、これも原案どおりとしたいと思います。 

 次に２ページ目の「イ 調査対象の範囲の変更」でございます。 

 これにつきましては、議論の多いところですが、自家用貨物自動車のうちの軽自動車、

自家用乗合自動車及び自家用乗用自動車を調査対象から削除することについて、ここに書

いていただきましたように、代替データの整備について配慮する必要があるとまとめてご

ざいます。 

 ここでどういう書き方をするかということについては、この後の今後の課題のところに

も関わってまいります。 

○廣松部会長代理  そうですね。ここが一番議論すべき点だと思います。 

まず、この文章で、１行目から２行目にかけて、「自家用貨物自動車のうちの軽自動車」、

次の段落で「これについては、貨物輸送量全体に占める割合」として小さくなっていると

いう理由ですね。 

 その次の自家用乗合自動車及び自家用乗用自動車に関して、これを削除するということ
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は、報告者の負担軽減だけですか。「等」と書いてあるのですが、そこの読み方が、この

ままだと大変気になります。つまり、自家用旅客自動車に関しては報告者の負担が大変だ

からここでやめますという書き方になっているが大変気になります。特に乗用自動車に関

しては、前回の統計委員会でも議論がありましたので、ここをもう少し丁寧に書くべきで

はないかと思います。 

 改めて部会長が提出なさった論点メモに関する回答を見ていたのですが、例えば、第15

回部会の席上配布資料１の審査メモの４ページが、この点に関する審査結果なのですが、

今改めて読み返して気になるのは、自家用旅客自動車について書いてある段落の一番下の

ところですが、「近年の調査結果の利用状況にかんがみると、本調査において自家用旅客

自動車における旅客輸送について、把握する必要性が低下している」となっています。確

かに旅客輸送としてはそうなのかもしれませんが、自家用乗用自動車の使い方については、

単に燃料消費だけではなくて、社会的な問題でもあると思います。 

 自家用乗用自動車を今回削除する理由について、やはり先ほど申し上げましたとおり、

答申文としても、もう少しきちんと説明しておくべきであろうと考えます。 

○首藤部会長  具体的に、どういう文言を入れるのがよいでしょうか。 

○廣松会長代理  先ほどの審査メモにあるとおり、旅客輸送について把握する必要性につ

いては、確かに１台に１人しか乗っていないなどその意味では下がったのでしょうが、先

ほど申し上げましたとおり、自家用乗用自動車の利用は社会的には大変重要であって、そ

れは先ほど部会長もおっしゃいましたけれども、今後の課題のところで取り上げるべき点

であると思います。２ページの「イ 調査対象の範囲の変更」の理由としては、ここで言う

貨物輸送の割合の低下とともに、旅客輸送として把握する意味が薄れてきている、特に自

家用乗用自動車に関しては、報告者の負担が大きいので、その負担軽減という意味で、や

むを得ないということかと思います。 

○首藤部会長  「Ｐ」の後ですが、貨物輸送量全体に占める割合の低下、旅客輸送として

把握する必要性の低下、それから、自家用乗用自動車に関しては、報告者の負担軽減等を

踏まえたものであることを付け加えるということかと思います。 

 ここでもう一つ気になっているのは、今後の課題では、代替データを作成・公表するこ

とについて検討する必要があるという文言になっていますが、ここでは配慮する必要があ

るという言葉になっていますので、ここのところの書き方を合わせる必要があるのではな

いかと思います。 

○菅専門委員  ここで１つ押さえておかなければいけないことは、自動車燃料消費量調査

が実施されているということだと思います。新しい調査が実施されていて、そこに現在の

自動車輸送統計と重複する部分があるわけです。例えば走行距離などがあり、しかも自動

車燃料消費量調査の方がある意味精度が高いわけです。 

 一方、自動車輸送統計調査を継続していくと、事実上、自動車燃料消費量調査とほぼ同

じ内容になってしまう。その意味で報告者負担は重くなってしまうわけで、どちらかを整
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理していく必要がある。今回の場合では、報告者の負担軽減という前に、自動車燃料消費

量調査が実施され、重複を排除する観点から、やむを得ないものと思われる。ただ、人キ

ロに関しては、また情報量が不十分なので、それについて配慮する必要があるということ

だと思います。 

 代替データというとかなり大ざっぱなので、この場合はやはり人キロの問題だろうと思

います。 

○首藤部会長  輸送量ということですか。 

○菅専門委員  そうですね。輸送量に関して、配慮する必要がある。ただ、その背後にあ

る情報として、単にニーズが下がったというよりも、新たな統計として、今日、非常にニ

ーズが高いと思われる自動車燃料消費量調査の精度を上げていかなければいけない。その

ときに把握される情報が、自動車輸送統計調査と重複する。しかも、自動車輸送統計調査

の負担を軽減しようとするとほぼ同じようなものになる。そこで重複を排除するという趣

旨が本来あったものと思います。これらを踏まえての答申案としての文言ですが、自動車

燃料消費量調査の実施、それに伴う報告者の負担軽減等と考えれば問題はない、あるいは、

輸送データに関しては、輸送量の把握について配慮する必要があるとすれば、説明として

は十分ではないかと思います。 

○佐々木委員  この前の統計委員会において、高速道路の無料化や揮発油税の問題から、

削除するのはどうかという発言があったのですが、面白いなと思ったのは、通常こういう

議論をするときは、実行するところがやりたいといって、そんなことをやる必要はないと

いうのが普通の議論ではないかと思いますが、調査実施者がやめたいと言っているものを、

やめるなというのは変な感じがします。実施する方はそれなりの自信があるはずです。そ

れがなくなっても大丈夫というから実施をやめようと言っているので、私も簡単にこの自

動車燃料消費量調査があるがために、燃料の消費量や走行キロについてはデータが取れる

わけです。だから、いいのではないかという感じで、そう思ったのですが、この書き方は

ちょっと不親切であり、これをこのまま出したらまた統計委員会で言われてしまうので、

今おっしゃったようなことを、少し丁寧に書かれたらどうかと思いました。 

○首藤部会長  それでは、今いろいろ御意見をいただきましたので、ここのところは、御

意見を踏まえて書き直すということにしたいと思います。ほかに御意見ございませんでし

ょうか。 

 よろしいでしょうか。勿論、後で皆さんに書き直した分は見ていただいて、再度御意見

をいただくということになると思います。 

 これは後のところとも関連いたしますので、一応ここのところはそういう形で修正をす

るということにしたいと思います。 

 それでは「（２）調査事項」でございますが、これは、アとイがございますが、調査事

項の追加につきましては、層化抽出の変更に伴うものです。調査事項の削除につきまして

は、積合せトラック調査の廃止、これは制度が自由化されて変わったということ、それか
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ら、「燃料の種類及び燃料消費量調査」、「高速自動車国道の利用の有無」のこの２つに

関して代替的な統計の整備等の状況を踏まえて認めるということでございます。 

○廣松部会長代理  統計委員会であった意見を意識するとするならば、「高速自動車国道

の利用の有無」を廃止することの理由も必要ではないでしょうか。この段落で書いてある

のは、燃料の種類及び燃料消費量を削除することに関する理由だけですね。どの程度丁寧

に書くかについては御意見があろうかと思いますが。 

○首藤部会長  この点については、統計委員会でも質問がありましたし、これを読まれた

方に理解していただくというためには、もう少し説明した方がいいかもしれません。一つ

一つにつきまして、説明していくということが必要かも知れませんが、いかがでしょうか。 

 貨物自動車に関しては規制緩和、それから燃料消費量に関しては、代替的な統計調査の

実施、高速道路に関しましては、精度が低いということでしょうか。 

 １行ぐらいの追加で済むと思いますが、そういう形で丁寧に説明するということでいか

がでしょうか。 

（｢はい｣と声あり） 

○首藤部会長  ありがとうございました。 

 それでは、次に「（３）調査方法」でございます。調査員調査から、郵送調査に変更す

るということでございます。これに関してはコールセンター等の措置を講ずるということ

でございます。 

○村田専門委員  この調査方法の変更に関しては、前回の部会のときに、意見が出ていた

わけですが、１つは民間事業者との役割分担を明確にして、委託内容のモニタリングもし

っかりやってもらいたいということ、それから、調査実施後も、記入内容の分析など、統

計としての品質が低下しないように措置を講じてほしいという意見が出ていたのですが、

その点に関しては、当然のことなので、特にただし書きには書かないという理解でよろし

いでしょうか。 

○犬伏統計審査官  その点につきましては、前回の部会で調査実施者からも、十分留意し

てやっていくという話がございましたので、あえてそれをやるべしということで、総務大

臣が承認に当たっての条件というところまでのものではないのではないか。既に先生の御

発言等を受けてやっていきますという話でございますので、ここでは適当であるという形

でまとめさせていただきました。 

○村田専門委員  分かりました。ありがとうございます。 

○首藤部会長  では、ほかに御意見ございませんでしょうか。 

 では、この「（３）調査方法」につきましては、原案どおりにしたいと思います。 

 次に「（４）集計事項」でございますが、標本設計や調査事項等の変更を踏まえて、集

計事項を削除するということです。それから、事業用貨物自動車の表章区分の細分化がご

ざいます。特種用途自動車を新たに表章するということに対応するということです。 

○村田専門委員  集計事項の削除についての「Ｐ」が付いている後ですが、その下の行で
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「調査票情報の二次利用等により、ある程度代替が可能と考えられること」というところ

が、具体的にどういうことなのか、よく分からないのですが、これは今まで議論して提案

されてきたどの部分を具体的に指しているのでしょうか。 

○犬伏統計審査官  ここにつきましては、今はデータの精度等で表章できない部分がある

わけでございますが、例えばＯＤのトリップといったものについても、そのデータを蓄積

して、再集計等をすると、ある程度結果表章にも耐えられるようなものになっていく可能

性もありますので、いわゆる目的外使用のような形で個票レベルに基づいて、再集計をや

って可能となる部分があるので、そういったものによって、代替できる部分があるのでは

ないかということで書かせていただいたものです。 

○村田専門委員  今の御説明はよく分かったのですが、この文章からそういう背景が読み

取れるかという点はあるかと思います。 

○事務局  補足をさせていただければと思いますが、３ページの頭のところに、調査事項

や調査対象の範囲の削除に関連した集計事項を削除するというのが、削除事項の一つであ

ります。 

 もう一つの削除事項としまして、詳細調査の細目集計事項がありまして、現行の２月、

６月及び10月については、詳細調査として調査事項を追加して把握しておりますので、そ

れを細かく集計して、統計報告書として公表しておりますが、これについては、精度が確

保されているものではなく、粗々なものとなっております。 

 今回、標本設計の変更等によりまして、詳細調査と簡易調査という区分をやめてしまう

こともありまして、詳細調査の細目集計事項を削除してしまうことに関連しまして、これ

については、集計結果として公表されなくなりますが、先ほど御説明がありましたように、

二次利用等によって個票レベルに戻って、集計していただければ、公益目的等においては、

集計で代替することが可能であり、その趣旨をここに書かせていただいているというとこ

ろであります。前回又は前々回の部会においては、詳細にこの部分について議論されてい

たものではありませんが、審査メモで書いている趣旨を答申案の中でも書かせていただい

ているということでございます。 

○首藤部会長  分かりにくいですね。「詳細調査の細目に関する集計事項については」と

いうことを付け加えるなど、もう少し丁寧に書かれたらどうでしょうか。 

 何かいい案はないでしょうか。記載する必要はあるのでしょうか。 

○犬伏統計審査官  理由を書いた上で適当であるという整理にしておりますので、何らか

の理由を少し加えないといけないと思っております。 

○首藤部会長  これは上の２行目のところですね。これに関しては、調査票情報の二次利

用によって、ある程度代替可能であるということですね。 

○犬伏統計審査官  はい。では、そこの部分は部会長がおっしゃるように、少し丁寧に書

くようにしたいと思います。 

○首藤部会長  ほかに何か御意見がなければ、よろしいでしょうか。 
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 それから「ただし」以降は、これも条件になっておりますが、この断層処理、それから

自動車燃料消費量調査への移行に伴う接続処理に関しては、適切な措置を講じる必要があ

るということですが、いかがでしょうか。 

○西郷専門委員  断層という言葉はよく出てくるのですが、これが何を意味するかという

ことを深く考えると、結構難しい面があります。どんな統計でも誤差は入っているものな

ので、誤差があるというだけで断層という言葉は多分使わないと思います。 

 私が考えるには、偏りの入り方が違っているという場合に、多分断層と呼んでよくて、

ここでの断層というのも、調査の方法Ａ、それから調査の方法Ｂ、同じものを測っている

のですが、方法によって偏りの入り方が違うという場合に、それは断層と呼ぶと思います。 

 設計の段階では、通常、偏りがないようにつくるものなので、もし設計の段階での目論

見どおりに調査が行われれば、Ａという調査でも偏りはなく、Ｂという調査でも偏りはな

い。だから、調査方法を変更したということだけで、必ず断層が生じるというものではな

いと思います。 

 ただし、それは設計段階での目論見がそのまま実現すればという条件付きのものであっ

て、実際に調査を行ってみると、標本誤差ではない、非標本誤差と言われているものが必

ず発生して、そこの部分で多分偏り、ないしは断層というのが発生するのだと思います。 

 それは事前には分からない誤差が多いわけです。予備調査もなさっているわけですが、

例えば回答の仕方、無回答の発生の仕方、あるいは母集団の捕捉範囲など、母集団の捕捉

範囲に関して言えば、今回自家用旅客自動車が外れるということで、そこは断層の一つの

要因になり得るということが事前に分かるケースですが、それ以外のものとして無回答の

置き方や回答の中の誤差の置き方というのは、事前にどの程度それが発生するのか分から

ないと思います。 

 ですから、ここで意味していることは、標本設計を変えると、偏りの入り方に差がある

ということが、多分起こり得るだろうから、事後的に出てきた数字を検証して、もし接続

が必要であれば、それを工夫しなさいという読み方と理解してよろしいですか。 

○首藤部会長  そういうことだろうと思うのですが、そうしますと、例えば「ただし」の

ところで標本設計の変更により発生し得るという表現がよいのでしょうか。 

○西郷専門委員  そうですね。多分十中八九発生することはあるということは分かるわけ

ですが、原理的に必ず発生するというものではありません。 

○首藤部会長  例えば「統計の継続性の観点から検証し」という言葉を入れたらどうでし

ょうか。 

○西郷専門委員  異存はございません。 

○首藤部会長  十分な検証なしにいろいろな措置をされると困ったことになりますので、 

御異論がなければ、今の変更を入れたいと思います。よろしいでしょうか。 

○西郷専門委員  ちょっと戻るのですが、先ほど部会長がおっしゃったところで、「２ 理

由等」の（１）ア（ア）の最後の段落については、確かに答申の中に書くには少し細かい
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ことかなという感じもしますので、この部分は削除していただいた方がいいのではないか

と思います。 

○首藤部会長  括弧の中ですか。 

○西郷専門委員  括弧の中でもいいですし、「ただし」以下を全部カットしてしまっても

いいかなと思っているのですが、この答申のほかの部分で、余り細かく設計の話はしてい

ないわけです。それなのにここだけ詳しく２台選ぶときの話が出てくるというのは、答申

の部分としては細か過ぎるかなという感じが私もしてきました。 

 ですから、括弧は取っていただいた方がいいと思いますが、段落ごとなくしても、これ

までの議論でこのような形で調査が行われるということは確実だと思いますので、もし答

申の中で、これが余りにも細か過ぎるということであればカットしていただいても構わな

いと思います。 

○首藤部会長  私は個人的にはちょっと細かいかなと思いましたが、ほかの委員の方が必

要だということであれば、残すことに特に異論はありません。ほかの皆様の御意見はいか

がでしょうか。 

○佐々木委員  私はカットした方がいいと思います。 

○廣松部会長代理  「おおむね適当である」という書き方にすると、通常何か条件を付け

ることになりますので、妥協案として言えば、今、部会長がおっしゃった括弧の中を取っ

てしまうとともに、表現を簡略化して、事業用貨物自動車の選定方法については、調査結

果に偏りが出ない、若しくは調査結果の偏りの発生を防止するような方法に変更する必要

があるとしてはどうでしょうか。 

○首藤部会長  いかがでしょうか。西郷専門委員の御意見を踏まえ、入れたものだと思い

ますが、本人がカットした方がいいということであれば、前の方は「おおむね適当」では

なくて「適当」になってしまいます。  

○西郷専門委員  私はもう意見を表明いたしましたので、あとは決めていただければと思

います。 

○首藤部会長  この車両単位から事業所単位というのはかなり大きな変更だと思います。

この変更が先ほど言った標本設計に、大きな断層を生じないということが条件であるとい

うことがポイントになろうかと思いますので、先ほどの廣松部会長代理がおっしゃったよ

うな案ではいかがでしょうか。問題ありませんか。 

 では、そのような形で修正をしたいと思います。 

 次に、「３ 今後の課題」に入りたいと思います。これについては３点ありますので、

一つ一つについて、あるいはほかに課題として整理する必要があるということであれば、

御意見をいただきたいと思います。 

 １点目の「（１）自動車輸送統計の今後の在り方」ですが、ここについてはいかがでし

ょうか。ここは要審議となっておりますが、構造統計と動態統計という用語については、

統計の関係では一般的に定義が明らかなところでありますが、いかがでしょうか。 
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○菅専門委員  この場合、原単位が安定的であれば、さすがに毎月調べる必要はなく、年

に１回あるいは５年に１回でもよいということになるかと思います。今回自家用旅客自動

車がそういう対応をするわけです。もちろん、原単位が安定するという保証は全くないわ

けですが、少なくともここ10年間を見る限り大きく変動はしていないし、今後も大きく変

動をするという特別な情報も今はない。 

 そういう状況においては、なるべく負担を軽減するために、毎月調べる必要はないので

はないかという議論はできると思います。 

 一方で、安定するとは全く限らないものもあるわけです。そういうものに関しては、分

けても意味がないというか、むしろそれは月次でちゃんと調べていかなければならない。

この場合、将来的には、原単位が安定していることが、過去の情報等により、明らかにな

っている場合、構造統計の明確化を図るというのが基本的な考え方ではないでしょうか。

そこで言っている意味は、無理に分ける必要はない。ただ、安定的なパラメータ（原単位）

がもしあれば、それを有効に使っていくことはおかしなことではないというのが、おそら

く意図されているところであって、無理にやる必要はないという感じがします。 

○廣松部会長代理  私も基本的に、今、菅専門委員がおっしゃったことでいいと思います。

今後の課題の順番ですが、私は（３）はかなり急を要することで、これを一番目に持って

きてはどうでしょうか。（１）に関しては、少し時間をかけて考えるべき、すなわち中長

期的な課題だと思います。 

 といいますのは、構造統計と動態統計と言い出したのは私ですが、この諮問のときに、

自動車輸送統計と同時に、それ以外の統計、つまり、海・空の輸送統計との関係について

の説明があったわけですが、おそらくこの自動車輸送統計を変更すると、ほかの統計にも

かなり大きな波及効果が出てくる可能性があると思います。実は、事務局から鉄道・内航

船舶・航空輸送の調査票も送っていただいて見たのですが、統計調査ではありますが、か

なり業務報告に近いものだと思います。 

 自動車というものは、現在の社会的な状況から考えても、大変大きい位置を占めますの

で、（１）は、かなり大きな問題ではないかという気がします。したがって、中長期的な

課題として考えていただくということにして順番をずらした上で、構造統計と動態統計の

区分について、そのような区分がこの分野に関して適当かどうかについても考えていただ

く方がよいのではないかというのが１点目であります。 

 ２点目は、先ほどの自家用乗用自動車に関してですが、この統計の場合、輸送に中心（焦

点）がある。確かに輸送という意味でも、自動車はかなり大きな地位を占めていますが、

自動車、特にマイカーは社会的に重要な意味を持っていると思います。 

 その意味で、自家用乗用自動車だけに限るかどうかは、大きな論点だろうと思いますが、

自動車による輸送だけではなくて、自動車の利用の仕方全体を表すような統計の在り方を

もう少し大きな枠組みの中で考えていただくことも必要ではないかと思います。それは、

先ほど言いましたとおり、中長期的な課題であろうと思いますので、１番最後に持ってい
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って、（１）と（３）を入れ替えた形の記述ではいかがでしょうか。 

○首藤部会長  今、３点御指摘があったと思うのですが、１つは、この動態統計と構造統

計の役割分担、それから、品目分類は喫緊の課題であること、最後に、自家用乗用自動車

を中心とした自動車に関する今後の統計の在り方として、広くとらえる必要があるのでは

ないかということだと思います。 

 今後の課題の順番は、後で議論していただくことにしまして、最初に（１）の構造統計、

動態統計についてですが、これまでに議論になったのは、要するに月次調査と年次調査あ

るいはセンサスのような５年ごとの調査というものの役割分担をもう少し明確にするべき

ではないかという、もっと具体的な話ではなかったかなという気がいたします。 

 （１）のところで、構造統計と動態統計ということを、今ここで、中にどのように入れ

るかということもあるのですが、それよりもまず月次調査と年次調査、あるいは５年等の

周期調査の役割分担を明確にするということが必要ではないでしょうか。この中の一つの

議論のポイントではないかと思います。 

 中長期的には動態統計と構造統計という視点からの検討も必要であると思いますが、い

かがでしょうか。 

○廣松部会長代理  あまり広げ過ぎるとよくないと思いますが、先ほど田邉専門委員から

流動調査のことに関してのコメントがありました。 

 それから、これは統計委員会に出てきた指摘に対する回答でもありますが、道路交通セ

ンサス等、今さまざまな形で、さまざまな統計調査や業務記録情報を使った統計があると

思います。それらをもう一度どういう役割分担をしているのか、重複はないのかという観

点から見直す必要があるのではないかと思います。 

○首藤部会長  自動車輸送に関わる調査として、例えば月次、年次、周期調査、あるいは

行政記録情報を活用したものなど多様な調査がありますが、それぞれの目的と役割分担を

明確にする必要があるという趣旨にまとめてはいかがでしょうか。 

○二村専門委員  前回申し上げましたので、今回は感想を申し上げることにします。自動

車輸送統計年報というものが、今までは旅客と貨物を全部把握していたわけです。調査対

象の範囲の変更は結構でございます。いろいろな重複データがあるので、そこから今回削

除される人キロの推定が可能であるということですが、やはり問題は、今までは旅客と貨

物を同様に把握していたのに、旅客を落とすという部分が非常に大きいのだと思います。 

 自動車輸送統計年報を取り寄せれば、今までであれば旅客データについてもきちんと取

れたのに、半分は落ちるということでありますので、将来的にこれは自動車輸送統計とい

うよりも、より貨物に偏った統計として、名称を将来的には変えていく必要があるのでは

ないかと思う次第です。 

 ですから、いわゆる貨物、旅客というものに関する役割分担ということに関しても、将

来的に整理していくべきではないかと申し上げたいと思います。 

○首藤部会長  調査の目的に関連したものですが、具体的に言うと貨物、旅客輸送に関す
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る統計の役割分担ということだと思います。調査の目的を明確にするということと、調査

の周期や２つの面での役割分担を明確にしていくこと等、もう少し具体的に書く必要があ

るかもしれません。 

 どのようにいたしましょうか。 

○菅専門委員  特に行政記録情報がそうですが、刻一刻と利用できる範囲が変わっていく

わけです。今回も、これまでは車両単位の行政記録情報しか使えなかったのが、事業者情

報も使えるようになる。そうすると全く状況は変わってしまうわけです。 

 分担というのも、使える行政記録情報やその他の情報によってかなり変わってきてしま

う話でもあるわけです。明確化するというよりは、柔軟に役割を分担するということであ

って、今ちょうど行政記録情報の利用できる範囲が拡大している時期なので、なかなか難

しいのだと思いますが、自動車に係るさまざまな統計の連携を強めていくことが重要なの

だろうと思います。 

 おそらく旅客についても、あるいは自家用自動車についても、今後イメージできる情報

の質も量も変わってくる。母集団でもあれだけ違ってくるということを踏まえますと、役

割分担というよりも連携、うまくお互いの情報を有効に使っていくという方向ではないで

しょうか。 

 分担するというと、構造統計の役割はこうです。動態統計の役割はこうですと受け取ら

れるのですが、それ自体が、政府が利用できる情報の量によって変わってしまうこともあ

り得ると思います。ちょっと曖昧な表現ですが、連携というか、諸統計間の情報の有効活

用を図るということであり、明確化と言うとかなり縛ってしまうような危惧を感じます。 

○廣松会長代理  議論がまとまるように整理しなければいけないと思うのですが、ちょっ

と気になったのは、二村専門委員が先ほどおっしゃった旅客の削除に関してですが、変更

後も事業用の人キロは残ります。自家用だけが抜けるという形になります。 

 その意味で、この調査自体が、言わば事業用に重点を置いた調査になるということであ

り、そういう変更（改正）を今回するということです。 

 先ほどから申し上げているとおり、自家用乗用自動車に関しては、何らかの形で代替の

データはつくっていただくことになります。その意味では確かに、従来の自動車輸送統計

から少し性格が変わるということにはなると思います。 

○首藤部会長  そうしますと、やはり統計調査の目的を明確にしていくということが必要

で、今までそういう点が曖昧であったがために、調査の設計とか方法に関していろんな問

題が出てきていると考えられます。例えば、事業用自動車の輸送に焦点を当てた調査設計

への変更ということは、この答申案の中には明確に出ていない。 

 「今回の改正によって事業用自動車の輸送に関して焦点が当てられたが」ということを

答申案の中に入れますか。あるいは、調査の目的を明確にして、他の調査との間の役割分

担と連携という言葉の両方を入れて、それについて、検討する必要がある、又は明らかに

する必要があるということで整理いたしましょうか。 
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 私はやはり、月次データと年次データ、それから周期データの関係というのを明確にす

るということも必要だというのが、これまでの議論ではなかったかなと考えておりますが、

これらを踏まえてもう一度修正をしてはいかがでしょうか。御意見があればどうぞ。 

○西郷専門委員  話が長くなってしまうかもしれませんが、連携という言葉が出てきたと

ころですので、似たような表現ですが、自動車輸送統計というものを体系的にとらえるに

は我々は何を考えなければいけないのかということだと思います。 

 体系という言葉で私が一番いい体系だと思っているのは、物価の統計で、小売物価統計

調査と全国物価統計調査の関係です。小売物価統計調査は、毎月代表的な価格の変化をと

らえることを目的にしていますので、頻繁に行わなければいけませんから、サンプルサイ

ズはすごく小さくして、なおかつサンプリングのところも代表的な店舗というものを選ん

で、その代わり毎月毎月調べるということを目的としています。この結果がＣＰＩにデー

タ提供されているわけです。 

 ところが、代表的な価格といった場合、代表性がどのように担保されているのかという

のは、小売物価統計調査の中だけでは確かめることができなくて、そこはいわゆる構造統

計という言葉で言われますが、５年に１度行われる全国物価統計調査で、価格の分布を調

べて、小売物価統計調査で調べられる価格というのが、価格分布帯のどの辺になるのかと

いうことをきちんとチェックできるような仕組みになっているわけです。 

 併せて全国物価統計調査では、価格の形成において、ロードサイドにあるとか、住宅地

にあるのかとか、価格がどういう要因によって形成されているのかということまできちん

と調べる、まさに構造統計という言葉にふさわしい性質を持っていると思うのですが、そ

のように小売物価統計調査ではこういうことを調べ、全国物価統計調査ではこういうこと

を調べる。両方で日本の小売物価というのは、こうとらえられているのだというのが、私

がイメージする体系というものです。 

 今回、構造統計、動態統計というお話を伺っていて、全国物価統計調査と小売物価統計

調査と似たような体系として、自動車輸送をどうとらえるのかという観点が必要なのでは

ないかと思いました。 

○廣松部会長代理  今回いろいろ委員の方々の御意見を伺っていて、私も難しいなと思っ

たのは、小売物価は主に指数をつくることを目的とした統計調査です。輸送データに関し

ては、指数ではなくて、トン、トンキロ、人キロ等のデータが必要であって、単に指数だ

けつくって、動向を見ればいいというのとちょっと性格が違うのかなという気がしていま

す。 

○西郷専門委員  もちろん、統計調査によって目的は違いますので、私も今申し上げたの

は体系というものはどういうものかという例として、小売物価統計調査と全国物価統計調

査を上げたので、それと同じように、自動車輸送統計をしなさいと言ったつもりはござい

ません。 

○首藤部会長  今の統計調査全体に関する議論というのは、まさに体系的にきちんと統計
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データを取っていくということだと思います。 

 皆様方の御意見を伺っていると、そういう点での体系というのは、全体として自動車輸

送に関する情報を把握できる調査がなされているかどうかということ、先ほど事業用の輸

送か、あるいは自家用も含めて全体の輸送量を把握することが目的なのか、全体の動きと

構造をとらえるという点で、例えば月次と年次と周期調査はどのように相互補完的に組み

立てていくかということは極めて重要かつ本質的な問題だと私は考えております。 

 そういった観点から「体系的な」という言葉を入れるというのはいいのではないかと思

いますが、いかがでしょうか。 

 今ここで全体とか、文言をどのように直すかということを一つ一つやっていくことは難

しいので、皆様の御意見を伺って、今申し上げたポイントを入れて、修正をしたいと思い

ます。 

 もちろん、その修正したものはご覧いただいて、また御意見をいただくということにな

ると思いますが、いかがでしょうか。 

○犬伏統計審査官  事務局としてちょっと懸念があるのは、これはあくまでも自動車輸送

統計の変更についての諮問でございますので、今の体系的という話になると、少しはみ出

てしまうのではないかと思います。先ほどの道路交通センサスや全国貨物純流動調査など、

いろんな調査を横断的に見て、自動車輸送統計とこれらの関係をどうするかという議論が

あったので、それらを含めて体系的に整備するということはあり得ると思うのですが、こ

の自動車輸送統計調査を核にして少し見たというくらいの話なので、あまり大きな話にさ

れても、この諮問・答申の範囲からはみ出てしまうのではないかと懸念しているところで

す。 

○首藤部会長  今回の部会では主に直近の変更に関しての議論をしているわけですが、自

動車輸送統計の方向性を明確にした上で、今後の中長期的な課題としてどのように合わせ

ていくかということが重要ではないかと思います。 

 自動車輸送統計に関する今後の在り方ですから、私は書いてもいいのではないかと思い

ますが、いかがでしょうか。 

○菅専門委員  １点だけありまして、先ほど事業用に偏ったという話がありましたが、マ

イカーは要するに世帯を対象とするわけです。世帯がどのような自動車を持っているかと

いう情報を行政記録情報として整備するのが、今のところまったく目途が立たないという

事情が背景にあります。スウェーデンなどでは、車検データと世帯データをつなぐという

ことができている国もありますが、日本ではまだそのめどがまったく立たない状況です。 

 事業用に関しては、行政記録情報の整備がいち早く進んだために、この場合、それを有

効に使うような方法の手立てができたわけですが、マイカーに関しても、そこのところの

目途が立っていれば、体系まで踏み込めると思いますが、当面目途が立たないので、そこ

までいってしまうと、あとで縛ってしまう感じになって、もしどの世帯が車を何台持って

いて、どういう車種までという情報がわかるような、ものすごい行政データが仮にできる
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というところまで見えていないと、体系はあるけれども、それを実現することはできない

という問題が出てきてしまうので、その点が先ほどからなかなか踏み込めないところでは

ないかと思います。 

 ちょっと懸念しているのは、体系について整理をして、その実現を求めたとしても、肝

心要の基礎的な世帯の車両を保有する情報がそもそもないと、そこから先には進めずに、

絵に描いた餅に終わってしまうことになりかねないので、そこは実態を見据えた議論が必

要ではないでしょうか。 

○首藤部会長  私としては、必要であるといってすぐやりなさいということではなくて、

そういう体系的なデータの整備が、今後の方向性として望ましいという方向性だけを示す

という意味で申し上げたので、ここでやりなさいということを求めるつもりはありません。 

 今後の方向性として、そういう方向が求められていますよということを、答申の中で明

らかにするのはいいのではないかと思いましたが、皆様はいかがでしょうか。 

○廣松会長代理  その点については慎重な事務局と部会長のお考えとの間に少し距離があ

るようですが、最初に問題提起した私が言うのも申し訳ないのですが、その調整は部会長

と事務局にお任せして、少なくとも何らかの形でこの部会で議論をしたことの痕跡が残る

書き方をしていただければそれでいいのではないかと思います。 

○首藤部会長  ほかに御意見はございませんか。断定的なことを書くつもりは毛頭ござい

ませんが、全体としての統計調査の在り方というものを踏まえた上で検討すべきではない

かと思いますので、一度修正をしまして、また、御意見を伺いたいと思います。 

 それでは、次の「（２）時系列データ等の整備」というところでございますが、先ほど

の自家用旅客自動車に関連する代替データの作成・公表についてのところでございますが、

いかがでございましょうか。 

○廣松部会長代理  この３（２）の書き方ですが、最初に部会長がおっしゃっていた「配

慮する」に対して、ここは「検討する必要がある」という書き方になっています。そこ

がちょっと気になりますが、上の４行に関しては特に問題はないと思います。 

○首藤部会長  ここは今後の課題ですから、作成・公表について検討するという、より踏

み込んだ形になっています。 

○村田専門委員  今後の課題で検討するということですが、例えば今日の資料１の別添２

で、代替可能な項目と整理されているわけですね。今後の課題として残しておくのか、そ

れともこれに沿った形で、今後の課題ではなくて、２の方の理由のただし書きでこうする

必要があると具体的に書くのかという切り分けが、私はよく分かっていないところです。

こちらの資料１の別添２の扱いです。 

○首藤部会長  これは、席上配布資料の「自家用乗用自動車に係る代替データの推計の方

法」がありますが、差し当たり過去を引き延ばすという形で代替データを出してはどうか

という国土交通省の案でございますが、これに関しては、ずっとこれを引き続きやってい

くわけにいかないわけで、なるべく早い段階で代替的な方法を考える必要があるというこ
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とです。御意見としては新しい調査をするという御意見もありますが、そうではなく、他

の調査、過去の記録等も精査して、そこからも推計するという方法も考えたらどうかとい

う御意見もございました。 

 そういうことを含めて、具体的な方法として検討する必要があるということです。 

○村田専門委員  分かりました。一時的にはこの方法でもできるけれども、将来的には早

い時期に検討していくということを全体として見て、こちらの今後の課題に入っていると

いうことですね。 

○首藤部会長  そういう意図だと私は理解しております。 

○村田専門委員  そうすると、利用者側が、こういった項目が使えなくなるのかという疑

問を感じるのではないかと思うのですが、一時的には出せるので、この方法によって私は

出すと思っていたのですが。 

○首藤部会長  一時的に出ますが、それは過去のデータの平均を取っていくわけですので、

それを延ばしていくと時間の経過とともにかい離が生じることが懸念されるわけです。 

○村田専門委員  正確かどうかといったことは問題が残るにしても、こういったデータが

全くこの改正によって、公表されなくなるというところが、今後の課題に入っていると感

じてしまったのです。 

○首藤部会長  代替データを作成公表することについて検討する必要があるということで

は、弱いということでしょうか。 

○廣松部会長代理  事務局から言っていただいた方がいいかもしれませんが、これまでの

答申では今後の課題に挙げた場合には、次回のいつ諮問答申がなされるかどうかはともか

く、その時までに実現をすることという暗黙の了解があります。 

○村田専門委員  私としては、次回がものすごく何年も先になるのかというところで、こ

の統計は前回改定したのは大分前と聞いておりましたので、そういう意味で弱いと言えば

ちょっと弱いかなと感じたところです。 

○犬伏統計審査官  調査対象の範囲の変更に伴う項目一覧として、御指摘を受けてこうい

うところは、今、国土交通省で検討して、公表できるのではないかという提案だと思いま

す。ただ、実際に出すに当たっては、もう少し具体的なデータで検証をやって、確認した

上で出していく。多分タイミングとしては、ここで出せるだろうというようなところにつ

いては、10月に切り替えたところから出していくことになると思いますが、今のやり方に

ついても、この後の半年なりの中で十分検証してやっていくということで、開発の手法を

含めて代替データを作成することについて検討するという形で整理をさせていただいたと

いうことでございます。 

○村田専門委員  分かりました。それでは、難しいとは思うのですが、時期に関して何ら

かの確認ができればよりよいかなという感想を持って終わりにしたいと思います。 

○首藤部会長  できるだけ早くという言葉を入れますか。 

 例えば、１年後又は２年後、ここで申し上げるのは難しいかもしれませんが、先ほど申
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し上げたとおり、先延ばしをされてずっと検討されても困るわけですので、ほかの方の御

意見はいかがですか。 

○田邉専門委員  たぶん人キロのところがかなり問題になっていると思うのですが、先ほ

ども３年くらいかけて検証すると言われていたので、とりあえず５年の平均値で出しまし

たというデータが、後で見たらあまり正しくなかったということが分かって、その統計と

いうのは、この２年分はあまり正しくなかったというものが悪いのか、それとも、十分検

討して、その２年間は人キロデータを出さずに、３年後にようやく出てくるのがいいのか、

どちらがいいのかについては、どのくらいの精度でいつぐらいにできるのかというのが分

からないと、なかなか判断できないのではないかという印象があります。 

○首藤部会長  例えば新しい方法が開発されれば、さかのぼって、平均でつくられた数字

も、当然のことながらきちんと接続されると私は理解をしておりました。ここでそういう

時間まで入れるかどうかということです。 

○乾統計委員会担当室長  統計委員会担当室長です。統計委員会ではこれから「統計法の

施行状況」について審議をしていくのですけれども、この審議は基本計画だけに限らず、

こういった部会で検討されたことにつきましても本委員会で確認していくという作業がご

ざいます。 

 そういった意味では、勿論、数年程度延びるということは技術的に起きるかもしれませ

んけれども、本委員会で確認する作業がありますので、10年、20年と放置することは起き

ないと考えております。 

○村田専門委員  分かりました。ありがとうございます。 

○首藤部会長  それでは、ここの部分は、この表現でよろしいでしょうか。特に文言を入

れるという必要がなければ、このままにしたいと思います。村田専門委員はいかがですか。 

○村田専門委員  部会長がおっしゃった、さかのぼってということは、その前で遡及推計

の話をしているわけですから、そこに入っていてということでよろしいわけですね。 

○首藤部会長  はい。 

○村田専門委員  分かりました。ありがとうございます。 

○首藤部会長  次の「Ｐ」のところで「一定期間蓄積した上で、都道府県単位で輸送トン

数、トンキロなどを表章（公表）することの可能性について検討する必要がある」と言及

しているわけですが、ここはいかがでしょうか。ここでそこまで触れる必要があるかどう

か、あるいは是非触れてほしいという御意見があれば、お願いいたします。 

○廣松部会長代理  私は（１）のところと関連して、都道府県単位のデータを整備するの

が構造統計の一つの、この構造統計という言葉を持ち出すとまた議論が広がってしまうか

もしれませんが、月次で行っている調査及びそれに基づく統計とは異なる統計であると考

え、今は「Ｐ」が付いていますが、都道府県単位を検討していただくということに関して

は、是非残しておいていただければと思います。 

 また、表章を検討すべき範囲（事項）はどこまでかということですが、こちらの方が明
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確に書くのが難しい。トンキロ等の「等」のところに含めると整理して、その他のものも

含むと読むということで、私は原案でいいのではないかと思います。 

○首藤部会長  検討していただくということで、いかがでしょうか。 

 では「（３）輸送貨物の品目分類の見直し」ですが、ここについては、品目分類の改正

についても検討する必要があるという表現の仕方でいいかどうかをお伺いしたいと思いま

す。 

 何か変更する点、付け加える点はございませんでしょうか。 

○西郷専門委員  前回、輸送統計に用いる標準品目分類が改定されておらず、古くなって

しまっているという話があったのですが、そもそも分類といったときには、産業であれば

日本標準産業分類があって、これに倣うことになっているわけです。商品に関しては商品

分類があって、これに倣うという格好になっているわけで、それによって国内あるいは国

際間の統計の比較ができるように分類の基準というのが定められているわけです。 

 こちらの輸送統計に用いる標準品目分類というのは、現に定められている分類とどうい

う関係にあるのですか。あるいは独立したものなのですか。 

○調査実施者  当方でつくっている輸送統計に用いる分類は、独立したものですが、基本

的には商品分類や国際的にはＨＳコードが全部対応できるような仕組みにはなっておりま

す。 

○西郷専門委員  答申で書かれている改正をする場合に、現に定められている商品分類や

今後改正されれば新しくなる商品分類を参考にしつつ整合性が取れるような本調査に用い

る品目分類を改正すると理解してよろしいですか。 

○首藤部会長  他の分類と異なってしまうのは、比較可能性という点から問題だと思いま

すが、少なくとも昭和58年４月以降改正されていないところが問題ではないかと思ってい

ましたが、この点はいかがでございますか。 

○調査実施者  商品分類等の品目分類は、非常に細かい分類になっております。本調査の

場合、わずか36分類であり、輸送の状況を知るための分類ですので、そのほかの分類が変

わって、この分類が分かれるということは、これまではありません。 

 質問の趣旨と違う回答になってしまいますが、少なくとも今までは品名をそのまま書か

せて集計して、内検のときにコード化する、つまり分類するというやり方を取っているの

ですが、オンラインや磁気化したデータを集めるということになると、コード番号を提示

して品目を報告者の方に入力していただくという方法も考えていかなくてはならないとい

うことで、報告負担の軽減にも配慮したものであります。 

 ユーザーの方からしてみれば、品目がそのまま書いてある方が、細かく分類できるわけ

ですから、絶対使いやすいわけです。その辺は相談しながら、妥協案を見つけていくとい

うことだと思います。 

○犬伏統計審査官  商品分類の改定については、これから新しい改定作業に入っていくと

いうことでございます。今までは法的根拠や強制力が非常に緩かったということがござい
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ますが、今度は新しい統計法において統計基準に関する規定が定められていますので、今

後、日本標準商品分類が統計基準として設定されれば、この適用については、ある種強制

力を持ってくると思います。 

 したがって、これから商品分類の改定を政策統括官室等で実施していくことになると思

いますが、それができ上がったときには、当然それを基にしながら、この輸送の品目分類

等も準拠しつつ見直していくということになってくるかと思います。 

○西郷専門委員  分かりました。ありがとうございます。 

○首藤部会長  それでは、ここのところは原案のままでよろしいでしょうか。 

（「はい」と声あり） 

○首藤部会長  ありがとうございます。 

 では最後に、時間が押して申し訳ございませんが、今後の課題の順番について廣松部会

長代理から御意見がございましたが、（３）を最初に持ってきて、（１）を最後に変えた

らどうかという御意見でございますが、いかがでしょうか。 

○西郷専門委員  先ほど廣松部会長代理がおっしゃったことですが、この自動車輸送統計

が答申にかかるときには、今後の課題というところが１つの出発点になって、この課題に

対してどのように対応して、この課題についてはここまで検討したけれども実現できなか

った。これは非常に時間がかかることなので、という答え方になるわけです。 

 そうすると、答えやすいものから順に並んでいるというのが、これまでの暗黙の了解で

はないのでしょうが、短期的に対応できる課題というのは先の方に書いておいて、長期的

に応えなければいけないものは後に来るというのが普通の書き方のように私も思っていま

すので、そういう観点からすると、（１）と（３）は入れ替えた方がいいのではないかと

思います。 

○首藤部会長  ほかの委員の方はいかがでしょうか。（２）を先に持ってきた方がいいと

かいう御意見などありますでしょうか。 

 非常に長期的な課題である（１）を最後に持ってきて、（３）を最初に持ってくるとい

うことでよろしいでしょうか。 

（「はい」と声あり） 

○首藤部会長  それでは、一通り御審議いただきましたが、早目に修正をしていただいて、

修正案を皆様にお送りして御意見をいただきたいと思います。場合によってはもう一回開

く可能性もないわけではないですね。 

○犬伏統計審査官  意見がわかれるというということがあれば、そういうこともあり得る

とは思いますが、事務局の方で、少なくとも明日くらいには修正案を提示させていただい

て、また御意見をいただくという形にしたいと思います。 

○首藤部会長  それでは、いろいろと御意見をいただきましたので、まとめとして一つ一

つ申し上げませんが、皆様から御意見をいただいた点につきましては、修正追加をいたし

まして、早急に皆様に御提示をしたいと思います。 
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 今日の部会の結果報告については、答申案と併せて統計委員会に報告いたします。統計

委員会は３月24日でございますので、最終的には、それまでに部会としての答申案をまと

める必要がありますが、できるだけ早めに整理したいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

 それでは、最後に事務局から連絡事項がありましたらお願いします。 

○犬伏統計審査官  本日の部会の議事録案につきましては、後日、これまでと同様にメー

ルで送付させていただいて、御修正なり御確認をいただくということをお願いしたいと思

います。 

 それから、委員、専門委員におきましては、これまで配布した資料につきましては、一

式ファイル等にとじてございますが、後日これらについては併せて送付させていただく予

定です。 

 以上でございます。 

○首藤部会長  ありがとうございました。３回にわたり、もしかすると４回になるかもし

れませんが、部会審議に御出席いただき、御協力いただきましてありがとうございました。 

 それでは、以上で閉会といたします。 

 


